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は　じめに

現在,日本企業の米国市場でのシェア拡大のもとで米国メーカ-の経営危機が問題となっているO

フォードも高級車　SUVの売上が低迷し業績不振に陥っている。フォードグループも全体としてき

びしい状況にあるが,その中でマツダだけが好調である。本稿は,そうしたマツダの経営戦略につい

ての考察を行うo特に経営回復の大きな要因となったと考えられる購買戦略と部品メーカーの動向に

ついて分析を行うO　また部品メーカーにおける自立化にむけた展開についても検討するo

1.マツダの経営計画

マツダは, 2000年に中期計画であるミレニアムプランを発表した。内容は,フォードとの相乗効

果を追求しつつ,開発拠点(特に小型車)としての役割(GCE,グローバル・センター・オブ・エク

セレンス)を発揮することを基本にしたものだった。その上で,宇品第二工場の操業全面停止,早期

退職優遇特別プランを行い,財務指標の改善を目指した。さらにマーケティングを重視したブランド

戦略再構築を進め,従来のラインナップを刷新したCD。具体的には, 2004年までにRX-8　アテン

ザ・アクセラ・デミオが市場に投入された。

2004年11月にはミレニアムプランを継承・発展させた中期計画,マツダモメンタムが発表された。

内容は,研究開発の強化(研究開発費の増加-2003年比30%増,ラインナップの拡大),主要市場

(日本・米国・中国など)の取り組み強化,グローバル効率性向上とシナジー,人材育成を柱とした

ものだった。

こうした中期計画において進められた開発力の強化によるブランド再構築,新車種投入がマツダの

業績回複の第一の要因である。この点については,よく指摘されているので,本稿では,軽視されて

いる,もう一つの要因である部品の品質向上とコスト削減について考察する0

2.マツダの購買戦時

2-1 FSS (フル・サービス・サプライヤー)

2000年の新規調達から部品の開発・調達・生産を原則的にサプライヤーに任せるFSS (フル・サー
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ビス・サプライヤー)が導入された.これは, 188杜の取引先へFSSの認定を通達,開発負担の軽

減とVA, VE (価値)分析活動によるコストダウン,部品点数の削減等を引き出す計画であった(2)。

既存技術を前提にした部品開発はサプライヤーにまかせて,マツダは環境・安全などの社会のニーズ・

規制に対応する新しい技術分野に資金を回すことを狙いとしたものだった。しかし次の2つの問題点

を持つため中止となった。第1は,部品の開発コストをサプライヤーに負担してもらうことはできな

かった。資金を投入しなければならないのであれば,マツダで開発した方が安くできるということで

ある。第2は,開発に伴う責任範囲をマツダとサプライヤーとの間で明確な線引きができないという

問題の発生である。担当されている藤原専務の話では, FSSは当初から制度として発足したもので

はなかったということであるが,上記2つの問題からうまく機能しなかった(3)。

2-2　ABC (アチープ・ベスト・コスト活動)

マツダは,経営計画「ミレニアムプラン」 (2000年)で2005年3月までに部品調達コストの15%

削減を図る原価低減策を打ち出した。これに沿って2002年4月からユニット単位でのコスト低減活

動「ABC (アチープ・ベスト・コスト活動)」の実施し, 25%へ目標を引き上げた。

これらの原価低減策は,設計改善・物流費削減・車種間の部品共有化を中心にVA - VEと生産性

向上を目指したものであった(4)。

その結果, 3年間で25%削減目標を実現し, 2005年3月決算で過去最高益を達成する原動力となっ

た。もちろん削減目標の達成がどの程度の経費圧縮効果をもたらしたかは,部品の性能向上を伴う活

動であったため算定が難しいが推計で3,000倍円の効果であった(5)。

藤原専務は「技術革新だけで達成したかったが一部はネゴシエーション(交渉)で価格を下げざる

を得なかった」としており,予想以上の不満を受けて2005年4月からのフェーズ2では部品会社の

技術強化を全面に打ち出した。具体的には　4, 5年後に世界最高水準の部品レベルを実現するために

185名'の設計開発者が樹脂を活用した軽量ドアなどを中心に投入された.井巻社長は「一方的にコス

ト削減をお願いするのではなく,グループ全体を強くする」としている(6)。

また部品価格の低減策の一つとして中国を中心とするアジア諸国からの輸入拡大LCCS (ロー・コ

スト・カントリー・ソーシング)も取り組まれている。

2-3モジュール化の推進と新発注政策

マツダの定義ではモジュール部品とは「メインアセンブリラインに一つのユニットとして供給され

る,機能統合あるいはサブアセンブリされた部品の集合体」である(表1参照M7))。

具体的には,2002年5月のアテンザで機能統合モジュール(設計段階から複数の機能を一体化)

として,フロントエンド・サイドドア・コックピット(インバネ)(図1参照)・センターパネル・

燃料タンクが取り組まれたoさらにアクセラ(2003年10月)では,上記に加えリヤゲート・ルーフ

も機能統合モジュール化され,部品群単位で調達コスト決定が進められ,コスト削減と品質向上が目
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表1マツダ社のモジュール部品の種類

ボ デ ィ一系

モ ジ ュー ル

フ ロ ン トエ ン ド, リア エ ン ド, リフ トゲ ー ト, ピ ック ア ップ ボ ックス, コ ツ

ク ピ ッ ト/ イ ンバ ネ, ワイ パ (& カ ウル ), オ ー バ ー ヘ ッ ド, カ I ペ ッ ト,

パ ッケ ー ジ トレイ , シー ト, ドア, フ ロア ー トンネ ル コ ン ソー ル

パ ワー トレイ ン リア サ ス ペ ン シ ョン, ホ イ ー ル & タ イ ヤ, フ ロ ン トサ ス ペ ン シ ョン &

& シ ャシ ー系 P T , フ ロ ン トイ グ ソー ス ト, フ ユ ーエ ル デ リバ リI , チ ユ.ー プ & バ ン

モ ジ ュー ル ドル , ロー リン グ シ ャ シー

出所:日代武史[2005. 3]
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指されている。

また生産合理化をはかるために,主軸企業への集約化(3・3・3方針)が2004年の春から進めら

れている。これは,第1部品購買(内外装部品)の一次サプライヤーを14社から3杜にし, 1杜あ

たりの年間取引額を300億円にするものである.同様に,第2部品購買(板金・組立)は, 10杜を3

杜に(1杜300倍円/年)に,第3部品購買(鋳鍛造・機械加工)は, 11社を3杜に(1杜300倍/午)

にする計画である(8)。

3.東友会協同組合・部品メーカーの対応

3-1東友会協同組合

東友会協同組合は, 1952年に設立された東洋工業㈱ (現マツダ)と密接な関係がある協力会社20

杜よる任意団体「東友会」を母体とし1967年に,事業内容の拡大を図るため設立された。ピーク時
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石油ショック　洋光会　バブル崩壊フォード傘下へ

∠ゝ
:lコ⊂

I

! ・ 一 ・

.

.

-

.

l

-1一ト　会員数
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出所:東友会協同組合資料より

図2　会員数の推移

には100社近くに達したが現在は67社加盟している(2005年10月1日現在,図2参照)。東友会協

同組合は,協力会とは違い,加盟企業が出資し,相互研鎌と親睦を目的とした組織であり,第1部会

から第3部会まで存在する。第1部会は,主としてパワートレイン系の部品を製造する素材(鋳造・

鍛造)及び機械加工メーカー27社で構成されている。第2部会は,主として車体系の部品の製造を

担当するプレス,板金,塗装メーカー17社で構成され,第3部会は主として内・外装,排気系部品

の製造を担当するメーカー及び設備・金型メーカー23杜で構成されている。業務は,安全・環境関

係の改善,拡販協力活動,新技術開発支援,生産合理化活動,人権啓発活動,研修セミナーの開発,

親睦・交流等である(9)。

3-2　モジュール化・新発注政策への対応

モジュール化への対応として業種を超えた協業化を進めるために,広島県商工労働部が主催してモ

ジュール委員会を発足させた.ここでは,マツダのモジュール化の方針を聞き,各社の技術・アイディ

アを持ち寄って,最適モジュール開発を行っている。

発注政策への対応は,大きく2つに分かれる。開発力を持つ一次メーカーはさらに自立化にむけて

経営を展開している.問題は,集約化の下で,一次メーカーになれない部品メーカーである。東友会

協同組合は, 3-3-3プロジェクトに対応して, 2次メーカーとして生産技術で競争力をみがく方針

を打ち出している。これは,開発・営業等の間接経費が必要な業務を行わずマツダの図面をもとにひ

たすら低コスト・高品質の部品生産技術をみかくことを意味する(10)。もともとマツダのサプライヤー

は多品種少量生産で生き残ってきたが,果たして今後,国内生産台数の減少が予想されるもとで生き

妓っていけるかどうかきわめて難しい状況であると言えるo

3-3　マツダ以外の取引拡大

東友会協同組合は今後の基本方針として「マツダを支える地場企業として,マツダからの要求に応

え得る強い集団となると同時に,開発力,生産技術力を強化し,マツダ以外の自動車メーカ- (大手
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表2　海外進出

会 祉 Y , 進 出先 会 社 名 製 品 備 考

荻 野 工 業 ㈱ フ ィ リ ピ ン
オ ギ ノ フ ィ リ ピ ン

コー ポ レー シ ョ ン
lT 但 し 自動 車 以 外

㈱ 音 戸 工 作 所
T * >1 1)

レナ ウ イー ス タ ン ビ ング

コI ポ レI シ ヨ ン

板 金 部 品 ㈱ 音戸 工 作 所, ㈱ ワイ テ ッ ク,

㈱ キ I レ ッ ク ス との J V

中 国 締 結 部 品 日系 5 祉 J V

日 東 工 業 ㈱ 中 国 仰 耶 日東 工 業 有 限 公 司 タペ ッ ト 現 地 企 業 との JⅤ

㈱ ハ マ ダ マ レー シア T R IM アル ミ製 品 台 湾 企 業 との JⅤ

広 島 ア ル ミ

ニ ウ ム 工 業 ㈱
ベ トナ ム H A L アル ミダイ キ ヤ ス ト

㈱ 音 戸 工 作 所 , ㈱ キ I レ ック

ス, ㈱ ワ イ テ ッ ク との JⅤ

㈱ キ I レ ッ ク ス
7 / ' i]

レナ ウ イI ス タ ン ピ ング

コ ー ポ レー シ ョ ン

板 金 部 11[HI 独 資

U J

黒 石 鉄 工 ㈱ 韓 国 エ レポ ン環 境 産 業 環 境 産 業 機 械 但 し 自動 車 以 外

㈱ ヒ ロ テ ッ ク

タ イ タ イ サ ミ ッ トヒ ロテ ック㈱ プ レス製 品

メ キ シ コ ア ベ ンテ ッ ク㈱ G M ・F o rd の ドア

スペ イ ン コ ンポ ー ネ ン ス ヒ ロテ ック ドア G M 向 け

韓 . 国 新 羅 エ ン ジニ ア リン グ 金 型 . 治 具

ア メ リカ テ ス コ エ ン ジニ ア リング 各 種 治具 装 置

中 国 金 型 .治 具 独 資

LU サ イ レ ンサ I た だ し㈱ ユ ー メ ック ス と して

オース トラ リア ドア G M 向 け

㈱ ワ イ テ ッ ク
ア メ リカ

レナ ウ イ ー ス タ ン ビ ング

コI ポ レI シ ヨン

駁 全 部 Mnn ㈱ 音 戸 工 作 所 , ㈱ キ ー レ ック

ス と の JⅤ

中 国

㈱ 石 崎 本 店
中 国 サ イ ドミラ ー 村上 開 明堂 との JⅤ

ア メ リカ P E N S T O N E IN C ガ ラス ア ツセ ンプ リ-

ジ ー . ビ I .

ダ イ キ ョ ー ㈱

韓 国 G P D A IK Y O K O R E A ㈱ 自動 車 部 品 の 設 計 開発

ii + ? D D M P las tics C o m pa n y 自動 車 用 プ ラス チ ック 部 品

中 国 西 川 化成 ㈱

㈱ す ぎ は ら

フ ィ リ ピ ン A lC
㈱東 洋 シー ト南 条 装 備工 業 ㈱

との JⅤ

マ レー シア マ ッ ト 現 地 会 社 との JⅤ

中 検 討 中

デ ル タ 工 業 ㈱

ア メ リカ D E L T A C O R P O R A T IO N シー ト

タ イ D E L T A -C O ., L T D

中 国 シー ト

㈱ 東 洋 シ ー ト

フ ィ リ ピ ン A IC 内装 部 品 . シ I ト 南 条 . す ぎ は ら との JⅤ

ア メ リカ

東 洋 シI トU S A C o rp .
イム レ一 工 場 . ケ ン 夕 ツキ I

工 場

テネ シー 工 場 (3 工 場 )

中 国 上 海 明芳 シ ー ト構 成 部 品 住 商 . 台 湾 明芳 との JV

中 国 シ ー ト 単 独

南 条 装 備 工 業 ㈱ フ ィ リ ピ ン A lC 内装 部 品 . シ ー ト 東 洋 シ ー ト . 杉 原 との JⅤ
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会 杜 r T 進 出 先 会 杜 名 製 品 備 考

西 川 化 成 ㈱ 台 湾 如 陽股 扮 有 限 公 司 イ ンバ ネ

西 川 ゴ ム 工 業 ㈱ ア メ リカ N ish ik aw a S tan d a rd C o .

イ ン ド A n a n d N is ik a w a C o一. L td

メ キ シコ
S ta n d a rd P ro d u c ts D e

M e x ic o S .A . D e C .U .

タ イ
N ish ik aw a T ac h a p la le rt

R u b b er C o ., L td

中 国 上 海 西 川 密封 件 有 限 公 司 ドア シー ル

中 国 第 2 会 社 (杭 州 ) ドア シー ル

㈱ ヒ ロ 夕 こ

マ レI シア 現 地 との JⅤ

ア メ リカ H A I

ア メ リカ U N I-N T F 現 地 との JⅤ 成 形 天 井
U N lーN T F 出 資 の U G N に て

製 造

㈱ モ ル テ ン

ア メ リカ M o lte n (N otrh A m e ri ca ) C o . 自動 車 用 ゴ ム .樹 脂 部 品

タ イ M o lten A sia P o ly m er 自動 車 用 ゴ ム部 品

夕 . イ P ro d u c ts C o ., L td

メ キ シ コ M o lten M e cic an a S A d e C V . 自動 車 用 ゴ ム部 品

ド イ ツ M o lten E la sto m e r G m b H 自動 車 用 ゴム 部 品

中 国 摩 天 汽 車 配 件 自動 車 用 ゴ ム部 品 単 独

㈱ ニ イ テ ッ ク 中 Eg ドア ヒ ン ジ JⅤ

住 野 工 業 ㈱ 中 国 金 型 JⅤ

オ ーモ リテ クノス㈱ チ ェ コ A ′C 用 コ ン プ レ ッサ ー ダ イ キ ンの エ ア コ ン

㈱ ユ ー シ ン ア メ リカ Y U S H IN . U .S . A . L

マ レー シ ア M A L A Y S IA S D N B H D

タ イ
U -S H IN (T H A IL A N D )

C O . L T D

中 国 有 信 製 造 (中 山) 有 限公 司 ドア ロ ッ ク . 辛 . セ ッ ト

中 国 ドア ロ ッ ク . キ ー セ ッ ト 検 討 中

ハ ンガ リー O rte ch E u ro p e K ft ドア ロ ッ ク . キ I セ ッ ト

出所:東友会協同組合資料より作成

部品メーカー)との取引きを拡大することにより,マツダの取引き割合を下げ,生産台数の変動に強

い企業の集団となる」 (東友会協同組合　森本専務理事)としている。

さらに最近の事例として中国進出を指摘することができるであろう(表2参照)。ユーシンのよう

に最初,低コストを主たる目的として中国進出した例もある。しかし基本的には東洋シート・ヒロテッ

ク・石崎本店・モルテンのように現地でマツダ以外の取引拡大を目的とした進出となっている(")0

4.自立化を目指す部品メーカー

マツダの一次部品メーカーは,約500杜存在する。その多くは貸与図メーカーであり,研究開発部

門すら存在しない状況である。経営状態はマツダの発注しだいであり,好況・不況の波に大きく影響
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を受けるo他の自動車メーカーの部品メーカーでもそうした状況は存在するが,マツダの場合,ロー

クリr-エンジンの開発と石油ショック・住銀マツダの拡大戦略とその破綻・フォードグループ傘下で

のリストラと大きな波動を描いてきた。部品メーカ-は常にその影響を受けてきた。ここでは,そう

した状況の下で,技術開発を軸としてマツダとの取引比率を低下させることに成功しているオーモリ

テクノスと久保田城工所についての分析を行う。

4-1オーモリテクノスの自立化戦時(12)

4-ト1会社概要

オーモリテクノスは, 1932年創業, 1947年10月に,大洲精機有限会社となる。東洋工業(現マツ

ダ㈱)第一次協力工場として自動車部品の製造を開始した1956年11月に社名を有限会社大盛鉄工

所と改める1967年10月,広島県安芸郡海田町に新工場建設稼働する(現本社)。 1973年6月,伝

島県東広島市高屋町に新工場建設稼働した。 1973年7月,有限会社の組織を変更,株式会社大盛鉄

工所となる1990年4月,山口県防府市新田に新工場稼働する1996年5月,広島県賀茂郡黒瀬町

に新工場建設稼働した。 2002年8月,社名を現在のオーモリテクノス株式会社に変更する。現在,

資本金6,000万円,売上高48億円,社員数210名であるO

4-卜2　自立化戦略の展開過程

オ-モリテクノスは, 1980年までマツダのエンジン部品のミッション,シャフトを貸与図をもと

に製作する部品メーカーであった.部品の全てをマツダに納入していたが, 1980年代のオイルポン

プ製造を契機に少しづつ取引相手を増やしていった1990年のマツダの取引比率はまだ半分ほどあっ

たか, 2000年には3割となり現在は, 20%となっている(図3参照)0

マツダに交代するように首位の取引相手となっているダイキン工業(現在41%)との取引は, 1990

年代に増大してくる。取引されている製品は,ポンプである。また日産・ジャトコとの取引も微増し

ている。
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図3　オーモリテクノス　取引比率の推移
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4-卜3　小林専務の役割

小林専務は, 1980年に広島県庁職員から大盛に入社した。営業担当の社員として当時の1カ月の

取引金額を3000万から1億円へと増大させた。営業に「営業技術」として事実上の開発担当社員を

抱えて更なる取引拡大に目指した。オイルポンプを軸にした事業展開であるが,小林は,ニーズを持

つ相手企業から製品納入に先立って開発費を調達し,資金的な余裕のなかった大盛で製品群を拡大し

ていった。長年培ってきた精密加工技術もそうした新しい取引相手の拡大を支えた。経営陣の中での

開発に対する冷淡な状況があるなかで,技術開発を徐々に拡大可能にしてきたのは,小林の営業力と

中長期計画の存在であると言えよう。

4-2　久保甲域工所の自立化戦時(13)

4-2-1会社概要

久保田城工所は, 1938年4月創業,呉海軍工廠・光海軍工廠・ ㈱日本製鋼所広島製作所の外注工

場として精密機器の製作に携わる1945年,終戦により,菓子製造機・食品加工機製造販売,玩具

製造を行う1949年,マツダからの受注で生産を開始し,以後自動車部品(ウォーターホンプ,変速

機部品,車軸部品)の加工組立に従事する。 1957年12月,業務拡大に伴い,株式会社となる1972

年7月㈱島根久保田城工所を別法人として設立した1991年11月,黒瀬工場を設立する1999年9月,

㈱ユーケ～を別法人として設立した。現在,資本金1,200万円,売上高52億円,社員208名である。

4-2-2　自立化戦略の展開過程

久保田銭工所は, 1980年代までマツダの部品製造に100%依存した経営を行っていた。転機となっ

たのは, 1985年から1988年にかけて開発されたワンピース・ドライブプレートである。これは,そ

れまで,歯の部分が溶接されていたものを転造によって一体成形するもので1989年に特許も取得す

る。材料に用いる素材の開発については,広島大学の協力も得ている。このワンピース・ドライブプ

レートとそれに続く,クラッチハブ・クラッチドラムによって現在,マツダとの取引比率は48%と

なっている。バブル崩壊後の取引をささえたのは,日産との取引であった。

さらに昨年(2004年), 600トン5軸CNC油圧プレスを新規開発した(表3参照)。これは,複雑

な形状の中空段付シャフトの製作を可能としたもので,高精度・高生産性と省エネ30%を実現した。

表3　共同開発体制

冷 間 鍛 造 . フ ォI マI (シ グマ ㈱ )機 械 加 工 (㈱ ハ マ ダ )

冷 間 鍛 造 金 型 設 計 (㈱ 久 保 田機 工所 ) 金 型 製 作 (㈱ 真 末 鉄 工 所 )

組 立 (㈱ 久 保 田 城 工 所 ) 熱 処 理 (㈱ ナガ ト)

表 面 処 理 (㈱ 日本 パ ー カ ライ ジ ング広 島工 場 ) メ ッキ (㈱ オ - ト)

技 術 ア ドバ イ ス

広 島大 学 広 島 工 業 大 学 糾 産 業 技 術 総 合 研 究 所 広 島 県 立 西 部 工 業 技 術 セ ン ター

コI デ イネ l ト ㈱ 中 国地 域 ニ ュ ー ビ ジ ネス 協 議 会
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開発資金には,国の開発支援補助が利用されているO

412-3　山中取締役の役割

ワンピース・ドライブプレートから現在の油圧プレスまでの開発は,全て山中営業・技術担当取締

役によるものである。ドイツにおける下調べから広島での共同開発体制の構築にいたるまで,プロジャ

クトリーダーとして仕事を進めてきた。これを可能としたのは,経営の安定のためには,独自技術の

開発が不可欠であるという信念のもと中長期計画で推進役を担ってきた山中の存在を抜きにしては考

えられない。経営陣に技術開発に対する理解があるとはいえ,財政的にきびしい中で　3-7名とい

うスタッフで製品化するために関係企業・大学等との緊密な共同体制を作りあげた独自の粘り強い取

り組みがあったのである。

以上,オーモリテクノスの小林専務と久保田鉄工所の山中取締役の果たした役割を中心に考察して

きた.マツダグループにおいては,機械加工を中心に貸与図メーカーとしてきびしい経営環境におか

れている企業が多い中で, 2社の経営戦略はおおいに参考となるものといえよう。特に開発リスクを

ヘッジするための,相手企業による開発費負担や共同開発体制を指摘できる。技術開発をリードでき

る人材が確保されれば,自社の得意技術・製品の分析をもとに,中長期戦略で自立化への道を歩むこ

とが開かれているといえると言えよう。

おわ　り　に

マツダの業績回復については,ブランド戦略・新車の成功が指摘されることが多い。しかし私は,

本稿で考察してきたように, 3,000億円にのぼると推計されている部品価格の切下げ・品質向上を軽

視してはならないと考える。この時期,日本の主要メーカーが部品コストの削減に取組んだが,売上

高との比率では,日産・トヨタよりマツダが高い。そして2005年3月の過去最高益がちょうど部品

コスト低減額と一致していることを合わせて考えるならば業績回復の重要な要因となっていることを

了解してもらえると考える。

また本稿で分析してきたように,コスト低減の中でも技術開発や海外進出を軸にして部品メーカー

が育ってきていることは,将来の広島地域の経済について考える時,明るい材料といえるのではない

かと考える。

PI

(1)マツダのブランド再構築については,宮本喜一『マツダはなぜ,よみがえったのか?』日経BP社,

2004年11月を参照されたい。

(2) 『マツダグループの実態2005年版』 P.102,アイアールシー, 2005年5月

(3) 2005年7月5日,マツダ本社での藤川専務とのインタビューより

(4) 『マツダグループの実態2005年版』 P.102,アイアールシー, 2005年5月

(5) 2005年7月5日,マツダ本社での藤川専務とのインタビューより

(6) 「[1本経済新聞」 5月31日広島経済欄
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(7)日代武史「広島地域における日動車部品モジュール化の動向と地場部品メーカーの対応」 『地域経済研

究』第16号, 2005年3月

(8)東友会協同組合資料より

(9)東友会協同組合資料より

(10) 2005年7月7日,東友会協同組合　森本専務理事とのインタビューより

(ll)東洋シート,ヒロテック,石崎本店,モルテンからのヒアリングより

(12)オーモリテクノスについては, 2005年7月12R,小林専務とのインタビューと小林氏からご提供いた

だいた社内資料を利用させていただいた。

(13)久保田城工所については, 2005年7月19日,山中取締役とのインタビューと山中氏からご提供いただ

いた社内資料を利用させていただいた.
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